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支障除去等事業実施計画（平成２５年度～平成３４年度）

１ 今後の課題

（１）汚水処理等の維持管理対策

現行計画（平成１７年度～２４年度）に基づく水処理施設の改良、揚水井戸の設置

に関しては、平成２４年度までに全て終了している。これにより、センター周辺の沢

の滲出水や地下水の汚染状況は改善されてきており、一定の成果が得られている。

しかし、平成２１年１１月に環境基準項目に追加された１，４－ジオキサンが、セ

ンター周辺の地下水等において環境基準値を超過して検出されている。特に高濃度で

検出された遮水壁外の地点については、新たな揚水井戸を設置するなどの緊急対策を

実施しているが、回収した１，４－ジオキサンを処理するための水処理施設の整備な

ど、新たな対策をとる必要がある。

（２）汚染拡散防止対策

遮水壁及び揚水井戸の設置に関しては、平成２０年度までに終了し、有効に機能し

ていることが確認されており、引き続き汚染地下水の汲み上げ処理とモニタリングを

継続するとともに、揚水井戸の整備（増設、洗浄等）など、さらに揚水量の増加に向

けた措置をとる必要がある。

特に１，４－ジオキサン対策については、第２帯水層における浄化促進のため、揚

水井戸の新たな設置などを検討する必要がある。

（３）場内雨水対策

処分場上部や法面へのキャッピングの実施 雨水排水路の整備に関しては 平成２０、 、

年度までに終了し、水処理施設における処理水量の減量が可能となったが、汚染地下

、 。水回収の強化により処理水量が増加するため 追加的な雨水対策を講じる必要がある

なお、雨水対策を検討する場合には、地中に浸透する雨水による浄化（洗い出し効

果）に影響を与えることのないよう配慮するとともに、必要に応じて注水井戸等の設

置も併せて検討する必要がある。

さらに、住民の理解を得た上で調整池から公共用水域に放流している雨水について

は、水質の常時監視を継続して実施していく必要がある。

（４）環境モニタリング

汚染地下水の汲み上げ強化や維持管理の継続によって、周辺の沢の滲出水や地下水

の汚染状況は改善されているが、周辺環境の状況を把握するため引き続き環境モニタ

リングを継続する必要がある。

図１ 水質調査地点位置図

図２ 蒲の沢、南沢及び大館沢の滲出水の主なＶＯＣの経年変化
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２ 環境保全対策の方向

初期の処分場などに起因すると思われる「ＶＯＣ」によって汚染された地下水が周辺

に拡散し、公共用水域を汚染するおそれがあるため、周辺域の水質を保全することを目

的とした環境保全対策を継続する。

こうした措置を講ずることにより、蒲の沢（南沢を含む ）や大館沢で滲出する地下。

水の「ＶＯＣ」について環境基準値を下回るレベルにすることを目標とする。

特に、これまでの成果を踏まえ、遮水壁内外で環境基準値を超えて検出されている

。１，４－ジオキサンについて、対策の強化を図ることとする

（１）汚染地下水の浄化対策の強化

これまでの環境保全対策によりセンター周辺の沢の滲出水の１，４－ジオキサンを

除くＶＯＣの汚染状況は、環境基準値を下回るレベルまで改善している。

しかし、遮水壁内の揚水井戸から回収される地下水や最終処分場の浸出水には、依

， 、 ，然として高濃度の１ ４－ジオキサンが含まれていることや 蒲の沢の滲出水中の１

４－ジオキサン濃度の減少が鈍化傾向にあることから、汚染地下水の汲み上げ処理を

強化することなどにより浄化の促進を図る。

また、現在、浄化対策を行っていない第２帯水層から、１，４－ジオキサンを含む

ＶＯＣが環境基準を超えて検出されていることから、今後は、第２帯水層の地下水も

浄化の対象とする。

（２）水処理施設の高度化

回収した汚染地下水等は、既存水処理施設（１号、３号及び新水処理施設）にて処

理を行っており、１号及び３号水処理施設の生物処理工程で１，４－ジオキサンの処

。 、 、 ，理が可能となっている 一方 新水処理施設の排水中からは 排水基準を超過する１

４-ジオキサンが検出されており、１，４-ジオキサンが処理出来ていない。

なお、一般にオゾン等を用いた促進酸化処理でなければ１，４－ジオキサンの除去

は困難であるとされており、生物処理のみで除去されている例は殆ど報告されていな

い。生物処理による１，４－ジオキサンの除去は、一定の条件下で可能になっている

、 、と考えられるが 現在のところ水温以外の条件については確認されていないことから

負荷量や水質の変動など、何らかの条件変化により除去効率が低下することも考えら

れる。

このことから、１，４-ジオキサンを処理するための施設として、高度な浄化施設

（促進酸化処理施設）の導入を図る。

（３）雨水排除対策等の強化

汚染地下水の浄化対策を促進するため、第１帯水層、第２帯水層ともに揚水井戸を

増設し、汚染された地下水を回収する必要があるが、その場合、水処理を必要とする

汚染水は大幅に増加する。

この増加する汚水量に見合う水処理を可能にするためには、地下に浸透せずに水処

理系統に混入している雨水を分離して 水処理施設の処理水量の負荷の軽減を図る 雨、 「

水・汚水の分離対策」を引き続き実施していく必要がある。

一方、汚染地下水の浄化対策を促進するうえで洗い出し効果が求められる処分場の

区域については、浸透トレンチや注水井戸等を利用した雨水等の浸透対策を図る。

（４）環境モニタリングの継続

周辺環境の状況を把握するため、引き続き環境モニタリングを継続する。

なお、調査地点や調査項目については、有害物質の検出状況等を精査し、適宜見直

しを行うこととする。
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３ 各対策の内容

（１） 汚染地下水の浄化対策（第１帯水層）

１，４－ジオキサンが高濃度で検出されている処分場北側（Ｎｏ．１、２、４、５

処分場付近）及び北側遮水壁外側（２１号揚水井戸付近）に、注水井戸、揚水井戸を

配置し、洗い出し効果による浄化の促進を図る。

図３ 第１帯水層を対象とした井戸の位置図

① 遮水壁内北側及び北側遮水壁外側の浄化対策

○遮水壁内北側の揚水井戸は、地下水位を下げることを目的として、遮水壁に沿っ

て配置する。

○井戸配置間隔は、既存揚水井戸の影響範囲等を考慮し、約５０ｍ間隔として３箇

所に配置する。

○北側遮水壁外の揚水井戸の配置は、高濃度で検出された２１号揚水井戸の周辺３

箇所に配置する。

○注水井戸は、浄化促進を目的として１，４－ジオキサンの濃度が高いＮｏ．１、

２処分場内の４箇所に配置する。

② Ｎｏ．４、５処分場の浄化対策

○１，４－ジオキサンが高濃度で検出されている北側処分場（Ｎｏ．１、２、４、５処分場付

近）のうち、Ｎｏ．４、５処分場については、浸出水を集水する設備が確認されていないこ

、 。とから、処分場内に揚水井戸４本及び注水井戸４本を設置し 浄化の促進を図る

○井戸の掘削に当たっては、既存資料を精査して掘削深度を決定するなど、遮水工

に配慮する。

（２）汚染地下水の浄化対策（第２帯水層）

① 揚水井戸

○１，４－ジオキサンが全ての地点で環境基準値を超過していることから、揚水井

戸を対象区域外周部（遮水壁沿い）に約１００ｍ間隔で１１箇所に配置する。

【配置の考え方】

○ 達成目標期間である１０年以内に、１，４－ジオキサン濃度が環境基準値

以下に浄化されるために必要な導水勾配（地下水流速）を設定し、井戸の配

置を計画した。

○ 計画揚水量は、平成２４年３月～７月までの第２帯水層の揚水量実績（Ｈ

8.5 / 13２２Ｂ－１７－２）から、８．５ｍ ／日とした（１本あたり ｍ 日×

３ ３

本＝ ｍ 日：既設井戸 本、新設井戸 本 。111 / 2 11３

）

○ シミュレーションの結果、約１００ｍ間隔、１３本の配置（内２本は、平

成２４年度設置）で計画期間内での環境基準の達成が可能となった。

② 観測井戸

○濃度がやや高い北側～北東側地域で対策の効果を把握するため、観測井戸を３箇

所に配置する。

図４ 第２帯水層を対象とした井戸の位置図
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（３）促進酸化処理施設の設置

生物処理による１，４ ジオキサンの除去は、負荷量や水質の変動により除去効率-

が低下する可能性があり、今後、処理しなければならない汚水量が増えることや将来

に渡って確実な浄化対策を講じるために、オゾンを用いた促進酸化処理施設を導入す

る。

① 対象処理水

・第２帯水層からの揚水（ 日）111m3/

・新水処理施設処理水（ 日）172m3/

② 処理能力

新水処理施設を経由した処理水を対象とすることから、処理能力は新水処理施設と

同規模（ 日）とする。300m3/

図５ 水処理フローと計画処理水量
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図６ 地下水浄化対策模式図

（４）場内雨水対策等

① 場内雨水対策

処理水量の削減を目的とし、場内雨水対策を追加して実施する。

○旧国有地北側法面は、現況では新水処理施設で処理している。法面部にモルタル

吹付け等によるキャッピングを行い、法尻部に設置する雨水排水路で集水し場外

排水を行う。

○遮水壁外側の沢部（蒲の沢・大舘沢・南沢）の滲出水は、低濃度汚水として新水

処理施設に送水しているが、現状では、大雨が降った際には表流水も流入して処

理されている。当分の間滲出水の回収の必要性が見込まれる蒲の沢・南沢の法面

部からの雨水表流水を分離して排除するため、滲出水流出部の上部に雨水排水路

を設置する。

図７ 雨水排除対策位置図
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② 処分場雨水浸透対策

処分場内の浄化促進を目的として、雨水浸透対策を実施する。

○Ｎｏ．７、８、１０、１１処分場を対象とする。

○処分場上部から水を浸透させ洗出しによる浄化を想定していることから、処分場

天端に浸透トレンチを敷設し雨水浸透量の増加を図る。

図８ 雨水浸透対策（浸透トレンチ）位置図

（５）環境モニタリング

、 。周辺環境の状況を把握するため 引き続き環境モニタリングを継続する必要がある

なお、調査地点や調査項目については、有害物質の検出状況等を精査し、適宜見直

しを行うこととする。

渇水状態ある○これまで実施しているモニタリング回数や調査項目を基本とするが、

いは回収量の低い揚水井戸や、ＶＯＣの不検出の状態が続いている観測井戸について

は、調査頻度の見直しを行うなど、効率的な環境モニタリングに努める。

新設する揚水井戸及び観測井戸については、状況に応じて年２～４回の調査を行う。○
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